
貸 借 対 照 表
（平成24年３月31日）

（単位：円）

資産の部
Ò 流動資産

現金及び預金 612¶489¶337

有価証券 2¶000¶329

たな卸資産 124¶290

前払費用 4¶299¶448

未収入金 3¶057¶438

未収消費税等 118¶200

立替金 4¶515¶742

仮払金 1¶081¶110
EEEEEEE

流動資産合計 627¶685¶894

Ó 固定資産
１ 有形固定資産
建物 4¶250¶801¶079

減価償却累計額� 1¶224¶678¶768
EEEEEEE

3¶026¶122¶311

構築物 79¶979¶424

減価償却累計額� 38¶691¶493
EEEEEEE

41¶287¶931

車両運搬具 3¶182¶644

減価償却累計額� 2¶864¶345
EEEEEEE

318¶299

工具器具備品 568¶596¶576

減価償却累計額� 340¶206¶520
EEEEEEE

228¶390¶056

土地 3¶138¶200¶508
EEEEEEE

有形固定資産合計 6¶434¶319¶105

２ 無形固定資産
商標権 1¶766¶579

ソフトウェア 44¶894¶096

電話加入権 26¶000
EEEEEEE

無形固定資産合計 46¶686¶675

３ 投資その他の資産
長期前払費用 11¶640

敷金・保証金 371¶000
EEEEEEE

投資その他の資産
合計

382¶640

固定資産合計 6¶481¶388¶420
EEEEEEE

資産合計 7¶109¶074¶314
EEEEEEE

負債の部
Ò 流動負債

運営費交付金債務 425¶642¶725

預り寄附金 11¶104¶290
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独立行政法人大学評価・学位授与機構平成23事業年度財務諸表
に関する公告

独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第38条第４項の規定に基づき、独立行政法人大学評

価・学位授与機構平成23事業年度財務諸表について次のとおり公告します。

平成 25年２月 18日 東京都小平市学園西町１`29`１

独立行政法人大学評価・学位授与機構

機構長 野上 智行

平成２４年（再イ）第１１７号
神戸市垂水区桃山台２丁目11番地の４
再生債務者 平川 貴博
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成25年１月31日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成25年２月１日

神戸地方裁判所第３民事部個人再生係
平成２４年（再イ）第３４３号
札幌市白石区平和通15丁目北12番31号 ルミ
エール平和通15`101号
再生債務者 工藤 里香
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成25年２月１日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成25年２月４日

札幌地方裁判所民事第４部
平成２４年（再イ）第２３号
富山市八尾町奥田243番地
再生債務者 藤井 武
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成25年２月１日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成25年２月４日 富山地方裁判所
平成２４年（再イ）第１５号
山口県下関市菊川町大字田部518番地６
再生債務者 前 有岐夫
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成25年２月１日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成25年２月４日

山口地方裁判所下関支部再生係

平成２４年（再イ）第３５号

熊本市中央区九品寺６丁目６番13号 内田ハ

イツ302

再生債務者 亀田 安江

１ 主文 本件再生計画を認可する。

２ 理由の要旨 平成25年２月１日までに書面に

よる決議により可決があったものとみなされた

再生計画には、民事再生法に定める不認可の決

定をすべき事由はない。

平成25年２月４日

熊本地方裁判所民事第１部破産再生係

独立行政法人都市再生機構公告

独立行政法人都市再生機構西日本支社関西文化学

術研究都市事業本部公告第２号

平成25年３月24日に執行する相楽都市計画事業

木津中央特定土地区画整理審議会委員選挙の選挙

人名簿を縦覧に供したが、縦覧に供した選挙人名

簿に異議の申出がなかったので、土地区画整理法

施行令（昭和30年政令第47号）第22条第１項の規

定により、公告する。

また、この選挙において選挙すべき委員の数を

下記のとおり定めたので、同条第４項の規定に基

づき、公告する。

平成 25年２月 18日

独立行政法人都市再生機構西日本支社

関西文化学術研究都市事業本部

本部長 尾畑 和雄

記

１ 宅地の所有者が選挙すべき委員の数 16人

２ 宅地について借地権を有する者が選挙すべき

委員の数 １人
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